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【事実の概要】
　原告Ｘは正統派のシク教徒である。キルパン（kirpan）は，小刀様の宗教
用具であり，金属製でなければならないとされている。Ｘは，キルパンを常に
携帯するのは宗教的義務だという信念をもっている。本件は，Ｘが着衣の下で
携帯していたキルパンを，当時通学していたケベック州モンレアル市ラザル区
サントゥ・キャスリン・ラブレ中高等学校の校庭に落としたことに端を発する。
教育委員会（Commission scolaire Marguerite-Bourgeoys）は，Ｘの両親に
対し「合理的配慮措置（reasonable accommodation）」として，厳重に梱包し
たうえ着衣の下で携帯するならばキルパンを学校で携帯するのを許可する，と
文書で通知した。Ｘとその両親はこれを応諾。しかし，学校理事会は，武器や
危険物の持ち込みを禁止する校則に違反するという理由で，この措置を承認し
なかった。Xらの申立てにより学校理事会の決定を審理した審査委員会の結論
を受け，教育委員会の運営評議会は，学校理事会の決定を支持，本物のキルパ
ンではなく，ペンダントや人を傷つけない材質で作られたシンボルとしてのキ
ルパンならば携帯を許可する旨をＸらに通知した（以下，「運営評議会の決定」
とする）。そこでＸの両親は，こうした運営評議会の決定は無効であり，厳重
に梱包したうえ着衣の下で携帯するならば，Ｘはキルパンを学校で携帯する権
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利を有することの宣言判決と，運営評議会の決定に対する仮の差止命令を求
め，次のように主張しながらケベック地方裁判所（Quebec Superior Court）
に訴え出た。これはケベック州人権憲章（Quebec’s Charter of human rights 
and freedoms）第3条に規定される信教の自由と同法第10条に規定される平
等権とを調整し，また「権利及び自由のカナダ憲章（the Canadian Charter 
of Rights and Freedoms）1」第2条に規定される信教の自由と同法第15条に規
定される平等権とを調整する合理的配慮措置だ，と2。
　ケベック地方裁判所は，判決が下されるまで運営評議会の決定に対する仮の
差止を命じ，Ｘが当初に教育委員会が提示した条件を満たす場合，Ｘにキルパ
ンを携帯する権利を認めた3。その約1カ月後，ケベック地方裁判所は，運営評
議会の決定を無効とし，キルパンを厳重に梱包するなどすれば携帯を認める判
1　カナダの主な成文憲法としては長らくイギリス議会制定法である1867年の「英領北アメリ
カ（ＢＮＡ）法」などがあったが，1982年にイギリス議会が「1982年カナダ法」を制定す
ることで憲法の改廃権をカナダに「移管（Patriation）」して以降，「権利及び自由のカナダ
憲章」を（第1章として）含めた1982年憲法が制定され，1867 ～ 1982年憲法として法典化
されている。佐藤信行「一九八二年憲法（一九八二年）」日本カナダ学会編『新版　資料が
語るカナダ』（有斐閣，2008）101 ～ 102頁。
　　なお，「Constitution Act」の訳語として「憲法法」をあて，「1867年憲法法」や「1982年
憲法法」と訳すことがあるが（ジョン・セイウェル〔吉田善明監修，吉田健生訳〕『カナダ
の政治と憲法　改訂版』（三省堂，1994）6頁），本稿では一般的な呼称である「憲法」をあ
てる。「権利及び自由のカナダ憲章」という訳語等については，松井茂記『カナダの憲法　
多文化主義の国のかたち』（岩波書店，2012）23頁を参照した。訳語としては，ほかに在日
カナダ大使館による「権利と自由の憲章」（http://www.canadainternational.gc.ca/japan-
japon/about-a_propos/facts-faits-canada.aspx?lang=jpn&view=d［2012/11/08閲覧］）など
があるが，カナダ憲法であることを分かりやすく示すために松井茂記に倣った。「カナダ最
高裁判所」，「ケベック控訴裁判所」，「ケベック地方裁判所」の訳語については，J. P. テイ
ラー〔青木清訳〕「カナダの司法」ジュリスト758号（1982）138頁を参照した。「権利及び
自由のカナダ憲章」第2条（a）の訳として，松井・前掲書331頁のほか，例えば，阿部照哉・
畑博行編『世界の憲法集〔第四版〕』（有信堂，2009）137頁〔畑博行訳〕，高橋和之編『新
版　世界憲法集　第二版』（岩波書店，2012）134頁〔佐々木雅寿訳〕がある。
2　Multani v. Marguerite-Bourgeoys （Commission scolaire）, [2006] 1 S.C.R. 256 at paras. 
3-6, Charron J, McLachlin C.J. and Bastarache, Binnie and Fish JJ. concurring.
3　Multani （tuteur de） v. Commission scolaire Marguerite-Bourgeois,［2002］J.Q. No. 619 
（Que.S.C.）.
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決を下した4。
　その後，控訴が申し立てられ，それを受理したケベック控訴裁判所（Quebec 
Court of Appeal）は，次のように違憲審査を行い，原判決を破棄し，運営評
議会の決定を支持した。運営評議会の決定は，「権利及び自由のカナダ憲章」
第2条（a），ケベック州人権憲章第3条に規定される信教の自由を侵害する
が5，運営評議会の決定は学校生徒及び職員の安全確保という「圧倒的で実質的
な（pressing and substantial）」目的に動機付けられており，学校へのキルパ
ンの持ち込みを禁止するという手段と学校環境の安全を保持するという目的の
間には直接的かつ「合理的関連性（rational connection）」が認められる。また，
合理的配慮義務は「必要最小限度の制約テスト（the minimal impairment 
test）」のコロラリーであり，本件の場合，教育委員会に安全基準の引き下げ
を強い，不当な困難を招きうる。したがって本件におけるケベック州法に基づ
く校則上の制限は，「法律で定められ」た「合理的な制限」を認めた「権利及
び自由のカナダ憲章」第1条6及びケベック州人権憲章第9.1条7によって正当化
4　Multani （tuteur de） v. Commission scolaire Marguerite-Bourgeois,［2002］J.Q. No. 1131 
（Que.S.C.） at para. 7は，Ｘのキルパンの携帯につき次のような条件を課した。①Ｘは，
キルパンを着衣の下で携帯すること。②キルパンの鞘は金属製でなく木製とし，誰も傷つけ
ることのないよう携行すること。③キルパンは鞘に収めたうえ，厚い布袋で包み，縫い合わ
せて安全性を確保し，またそれをグトラ（ヘッドスカーフ様のもの）に縫いつけておくこと。
④これらの条件が遵守されているかどうか，学校職員は節度ある仕方で確認できる。⑤Ｘは，
常にキルパンを所持しておかなければならない。紛失した場合は速やかに学校当局に報告し
なければならない。⑥万一，本判決で述べたこれらの条件を遵守することができなければ，
Ｘは学校でキルパンを携帯する権利を完全に喪失する。
5　Multani （tuteur de） v. Commission scolaire Marguerite-Bourgeois,［2004］J.Q.No. 1904 
（Que.C.A.） at para. 71.
6　権利及び自由のカナダ憲章「がその中で保障する権利及び自由は，法によって定められた，
自由で民主的な社会において正当化されるものと証明されうるような合理的な制限にのみ服
する」。松井・前掲注（1）331頁。
7　R.S.Q., c. C-12., art. 9.1, 「基本的な自由や権利を行使する者は，民主的諸価値や公の秩序，
ケベック市民の公共の福祉に対して適切に配慮しなければならない。この観点から，自由や
権利の範囲，その行使への制限を法で定めることができる」。
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される，と8。
　そこで，Ｘらはカナダ最高裁判所（the Supreme Court of Canada）に上告
した。
【判旨】 上告認容。原判決破棄，運営評議会の決定を無効とする。（Major裁判
官は不参加）
多数意見：Charron裁判官執筆（McLachlin主席裁判官, Bastarache裁判官, 
Binnie裁判官, Fish裁判官が同意）
一　予備的考察
　本件では，「運営評議会の決定が『権利及び自由のカナダ憲章』を遵守して
いるかどうかが中心的争点である。その決定の行政法上の効力ではない」。ま
た，「問題となっている武器の携行を禁止するルール（評釈者注：校則）の行
政法上及び憲法上の有効性は争点ではない」。その「決定を行った学校理事会，
そして実質的にはそれを支持した運営評議会がＸの『権利及び自由のカナダ憲
章』上の信教の自由を侵害したのは，ルールの適用においてＸのキルパンを携
帯する権利を一切否定したことによる，とＸは主張している」9。
　「法の一貫性は，争点が制定法の文言そのものか，それともその適用かに関
係なく」，（「権利及び自由のカナダ憲章」）「第1条による正当化を争点にする
ことによってのみ維持しうる」。「運営評議会の決定は個人に向けられた性質の
ものだが，『権利及び自由のカナダ憲章』が適用されることに疑いはない。運
営評議会は制定法によって組織され，そのすべての権限は制定法によって授権
されている。立法府は，『権利及び自由のカナダ憲章』違反の制定法を立法す
8　Supra note 2 at para. 12, Charron J, McLachlin C.J. and Bastarache, Binnie and Fish 
JJ. concurring.
9　Ibid.,at paras. 18-19, Charron J, McLachlin C.J. and Bastarache, Binnie and Fish JJ. 
concurring.
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ることが許されない以上，授権立法によって行政上の意思決定主体に権限を委
任し，その結果として『権利及び自由のカナダ憲章』に違反することも許され
ない」。「授権立法に基づき行政上の意思決定主体が行為する場合，その行為の
結果として保障された権利が侵害されれば，それは『権利及び自由のカナダ憲
章』第1条のいう『法によって定められた制限』といえる」。「侵害が認められ
れば，その決定は『権利及び自由のカナダ憲章』第1条のテストによって審査
されなければならない。すなわち，自由で民主的な社会において正当化される
ものと証明されうるような合理的な制限かどうかが究明されなければならない
のである」10。
　「本件についていえば，当裁判所は二つの憲法上の権利を調和（reconcile）
させなければならないわけではなく，問題となっているのは当初から信教の自
由のみである」。「そのうえ，当該決定は完全に両当事者に影響し，制定法上の
権限を行使する行政主体によってなされたものであるから，第1条に基づく文
脈分析（contextual analysis）を用いて，より包括的な仕方で，競合する関係
諸価値を比較衡量（balance）することができるだろう11」。しかし，「信教の
自由は絶対的なものではなく，他の憲法上の権利に抵触しうる」。「権利に対す
る制限を審査するテストがOaks判決12で発展して以来，『権利及び自由のカナ
ダ憲章』第1条の要求する違憲審査（constitutional jurisdiction）を通じて権
利の調和が図られるという原則に疑義が呈されることはなかった」13。
10　Ibid., at paras.21- 23, Charron J, McLachlin C.J. and Bastarache, Binnie and Fish JJ. 
concurring.
11　Ibid., at para. 29, Charron J, McLachlin C.J. and Bastarache, Binnie and Fish JJ. 
concurring.
12　R. v. Oakes, [1986] 1 S.C.R. 103. 麻薬の不法所持で逮捕された者は反証を挙げない限り密
売目的をもっていたとみなされる連邦法の合憲性が争われた事件。「権利及び自由のカナダ
憲章」第11条（d）「無罪と推定される権利」（松井・前掲注（1）332頁）を侵害し，かつ「合
理的な制限」だともいえないとして同法は違憲無効とされた。
13　Supra note 2 at para. 30, Charron J, McLachlin C.J. and Bastarache, Binnie and Fish 
JJ. concurring.
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二　信教の自由の侵害について
　Ｘは，プラスチック製あるいは木製のキルパンを携帯するならば彼の宗教的
義務は履行できないと真剣に信じており，Ｘの信仰が真摯なものであることに
ついて当事者及び関係者に争いはない。また，運営評議会の決定「によるＸの
信教の自由への害は，小さくもなければ軽くもない。家にキルパンを置いて通
学するか，公立学校のシステムから離脱するかという選択を迫られた結果，Ｘ
は自己の宗教上の信念に従うことを選び，今や私立学校に通っているのであ
る。学校でのキルパンの携帯が禁止されることで，彼は公立学校に通学する権
利を剥奪された」。したがって，Ｘの信教の自由に対する侵害は「権利及び自
由のカナダ憲章」第1条によって正当化されるかどうか問題となる14。
三　「権利及び自由のカナダ憲章」第1条に関して
　1　目的の重要性（Importance of the Objective）
  運営評議会の決定は，学校での安全を合理的な水準で維持するという「圧倒
的で実質的な」目的に動機付けられている15。
　2　比例性（Proportionality）
　（1）　合理的関連性（Rational Connection）
　運営評議会の決定は，キルパンがＸにとって大きな宗教的重要性をもつもの
であるとしても，なお刃物として人を傷つける可能性をもつものでもある以
上，学校での安全を合理的な水準で維持するという目的との間に合理的関連性
（rational connection）を有している16。
14　Ibid., at paras. 38-41, Charron J, McLachlin C.J. and Bastarache, Binnie and Fish JJ. 
concurring.
15　Ibid., at para. 48, Charron J, McLachlin C.J. and Bastarache, Binnie and Fish JJ. 
concurring.
16　Ibid., at para. 49, Charron J, McLachlin C.J. and Bastarache, Binnie and Fish JJ. 
concurring.
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　（2）　必要最小限度の制約（Minimal Impairment）
　判例によれば，「権利及び自由のカナダ憲章」第15条第1項（平等権）に関
連する諸判決で言われた「合理的配慮」は，「権利及び自由のカナダ憲章」第
1条に規定された「合理的な制限」の概念に相当する。「差別との関係でいえ
ば，裁判所は，表面的には中立的に見える政策やルールによって不利な影響を
受ける個人に対して『合理的配慮』措置を行う義務があるとし，また，その義
務は措置を行わなければならない当事者にとって不当に困難なものとはならな
い範囲にとどまる，としている」。「合理的配慮義務との類比は，必要最小限度
の制約テストが帰結する特定個人への負担を説明するのに役立つ」。Ｘはいか
なる制限もなしに学校でキルパンを携帯する権利を主張してはいなかったし，
ケベック地方裁判所の課した条件に従うとも言っていた以上，争点は，絶対的
禁止の可否にほかならない17。
　ケベック地方裁判所が課した条件のもとでは，Ｘがキルパンを暴力目的に用
いたり，他の生徒が彼からそれを取り上げたりする可能性は非常に低い。さら
にいえば，学校には暴力行為をするのに用いることのできる多くのものがあ
り，例えばハサミやえんぴつ，野球のバットなどは生徒にとってより簡単に入
手できるものである。また，証拠によれば，学校でキルパンに関連した暴力事
件は，ただの一つも報告されたことがないことは明らかである18。行動を起こ
す前に害悪が生じるのを待つ必要はないけれども，この安全に対する懸念は，
憲法上の権利に対する侵害を正当化するために主張されたものであるのは明ら
かである。Ｘがキルパンを学校に携帯して行けば，波及効果が生じうるという
議論を裏付ける証拠もない。キルパンは暴力の象徴であり，権利を主張したり
衝突を解決したりするのに実力行使が必要だというメッセージを与えるから携
17　Supra note 2 at paras. 52-54, Charron J, McLachlin C.J. and Bastarache, Binnie and 
Fish JJ. concurring.
18　Ibid., at paras. 57-59, Charron J, McLachlin C.J. and Bastarache, Binnie and Fish JJ. 
concurring.
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帯を禁止すべきだとする議論は，キルパンの象徴的意味に関する証拠と矛盾す
るばかりでなく19，シク教信者の信仰に対して礼を欠くばかりか，カナダの諸
価値が多文化主義に基礎づけられていることを軽視している20。
　「宗教的寛容は，カナダ社会において非常に重要な価値である」。「他の生徒
にはナイフを持ち込むことを禁止されているのにＸがキルパンを携帯するのは
不公平だと考える者がいるかもしれないが」，「民主主義のまさに基本であると
ころの」「その価値を生徒に教え込むという義務を履行することは，学校の責
務である」。したがって，Ｘの権利に対する「必要最小限度の制約」だとは証
明されなかったので，合理的ではない21。
　（3） 手段のもたらす効果（Effects of the Measure）
　「学校でキルパンを携帯するのを一律に禁止することは，その宗教的象徴と
しての価値を損ない，他の生徒にも，いくつかの宗教的実践は同様に保護に値
しないというメッセージを送ることになる」。逆に，「Ｘを受け容れ，一定の条
件のもとで彼にキルパンの携帯を認めることは，我々の社会が信教の自由の保
障や少数者を尊ぶことを重視する大切さを証明することにほかならない。以上
のように，一律禁止によってもたらされる有害な効果は，その健全な効果より
も大である」22。
19　シク教の宗教家Manjit Singhの供述書によれば，「Kirpan」は「慈愛」や「思いやり」を
意味する「kirpa」と「栄誉」を意味する「aan」に由来する宗教用具である。また，シク
教は平和主義と他の宗教に対する尊重を謳っており，キルパンは常に，寝る時でさえも携帯
し，他人を傷つけるために用いてはならないとされている。Ibid., at paras. 36-37, Charron 
J, McLachlin C.J. and Bastarache, Binnie and Fish JJ. concurring.
20　Ibid., at paras. 67-71, Charron J, McLachlin C.J. and Bastarache, Binnie and Fish JJ. 
concurring.
21　Ibid., at paras. 76-77, Charron J, McLachlin C.J. and Bastarache, Binnie and Fish JJ. 
concurring.
22　Ibid., at para. 79, Charron J, McLachlin C.J. and Bastarache, Binnie and Fish JJ. 
concurring.
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四　結論
　Ｘがもはやその「学校に通っていないことを考えれば」，「適切で公正な救済
手段は，彼に対してキルパンの携帯を禁止する運営評議会の決定は無効だと宣
言することである」23。
　意見：Deschamps裁判官, Abella裁判官
　本件では，次の二つの理由から，「憲法による正当化（a constitutional law 
justiﬁcation）よりも「行政法による審理（an administrative law review）」
によって判示するのが適切」である。「まず，憲法による正当化は，制定法や
規則といった一般的に適用される規範を審理するためのものである」。次に，
人権問題であっても，行政主体の決定の有効性が評価されなければならない
場合は，「行政法の諸原則による分析に基づくことによって，憲法による正当
化における諸原則と行政法上の諸原則とを曖昧にしてしまうという難点を回
避し，それぞれの分野に特化して発展した分析道具を損なわずに済む」24。した
がって，行政主体によってなされた決定や命令を審理するときは，必ず行政
法的アプローチ（the administrative law approach）によらなければならな
い25。（「権利及び自由のカナダ憲章」第1条における）「法」には行政主体によっ
てなされた決定を含めるべきではなく，「そうした決定は行政法上の諸原則に
従って審理されるべきである」。こう考えれば，「訴える者も行政主体も，議
論を決するルールがどれか前もって分かるし，いかなる意味でもそれぞれの
ルールの役割を曖昧にせずに済む」のである26。判例によれば，「行政法上の分
析において，『権利及び自由のカナダ憲章』に関連する議論が排除されること
はなく，むしろ包含される」。つまり，「『権利及び自由のカナダ憲章』に違反
23　Ibid., at para. 82, Charron J, McLachlin C.J. and Bastarache, Binnie and Fish JJ. 
concurring.
24　Ibid., at para. 85, Deschamps and Abella JJ.
25　Ibid., at para. 103, Deschamps and Abella JJ.
26　Ibid., at para. 125, Deschamps and Abella JJ.
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する行政上の決定を維持することが許されていると考えるのは難しい」のであ
り27，「基本的な諸価値と衝突すると主張される決定や命令を行政主体が行う場
合，権利を侵害された諸個人のニーズを満たすため，行政法のメカニズムを当
然に用いることができるのである」28。
　行政主体による決定や命令は，「権利及び自由のカナダ憲章」第1条の意味
内容における「法」とは異なる。第1条における「法」という表現は，一般的
に適用される規範やルールを本質的に意味する29。「社会的利害の分析に基礎づ
けられたオークス・テストは，『法によって定められた』という概念に理論的
にも字義的にもよりあてはまるものであり，行政上の意思決定主体はオーク
ス・テストを用いてその決定を正当化すべきではない。政府の執行部門と立法
部門は，それらの定立したルールが保障された権利を侵害するすべての場合
に，裁判所に説明する義務がある。このことがオークス・テストを基礎付けて
いるのであって，オークス・テストは立法政策を評価するものとして発展した
のである。理論的かつ実践的に執行部門と立法部門に課せられた説明責任は，
行政審判所に容易に当てはまるものではない30」。
　「合理的配慮」と「必要最小限度の制約」の概念が類似性を少なからず有す
ることは認めるが，「それらは異なる二つの分析的分類にそれぞれ属してい
る」31。「合理的配慮義務によって求められるプロセスにおいては，当事者の置
かれている環境に固有の詳細事項が重視され，当事者間の対話の余地がある」。
これとは異なり，「『必要最小限度の制約』は，憲法による正当化分析の結果で
ある大きな効果の文脈で考慮される。侵害が社会的利害に基礎付けられて正当
化される場合，当事者の個別的なニーズは関係ない」。「行政法的分析はミクロ
27　Ibid., at para. 86, Deschamps and Abella JJ.
28　Ibid., at para. 128, Deschamps and Abella JJ.
29　Ibid., at paras. 112-113, Deschamps and Abella JJ.
30　Ibid., at para. 121, Deschamps and Abella JJ.
31　Ibid., at para. 129, Deschamps and Abella JJ.
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的なものである一方で，憲法的分析は一般にマクロ的なのである」32。「公と個
（public versus individual）の二つの流れは区別されなければならない33」。
　本件についていえば，「教育委員会は，安全だけでなく，信教の自由や平等
権も含めてすべての基本的な諸価値を考慮しなければならなかった。キルパン
の携帯を禁止する際には，信教の自由に対して，より害とならない条件を考慮
しなければならない。教育委員会は，信教の自由や生徒やその父親によって提
案された配慮手段を十分には考慮していなかった」。「単に校則を字句通りに適
用しただけである。学校共同体の安全に対するリスクを減じるかなくす解決方
法の可能性を考慮することなく信教の自由を無視して安全を言いたてた教育委
員会の決定は，合理的ではなかった」34。
　意見：LeBel裁判官
　「決定が憲法規範（constitutional standard）を侵害するとして無効とされ
たなら」，「憲法規範の侵害が正当化されなかったかどうか決定することのでき
る」「ただ一つの仕方として」「問題となっている基本的権利とそれらがどう適
用されたかを考慮することが必要となる」35。「自由裁量権の行使が対立する憲
法上の権利の連関に影響を及ぼす場合，それらの権利の調和は，二つの仕方か
ら可能である」。「一つ目のアプローチは，権利を定義してそれぞれの連関を明
らかにすることである」。「二つ目のアプローチは，本件では『権利及び自由の
カナダ憲章』第1条による正当化から構成される」。本件では，証拠によれば，
「特定個人の安全への権利は明らかに害されていない」ので，「一つ目のアプ
ローチは免除される」36。そこで，第1条による正当化に目を向ける必要がある。
「問題は，権利が侵害された文脈を考慮すれば，その制約が比例しているかど
32　Ibid., at paras. 131-132, Deschamps and Abella JJ.
33　Ibid., at para. 134, Deschamps and Abella JJ.
34　Ibid., at para. 99, Deschamps and Abella JJ.
35　Ibid., at para. 144, LeBel J.
36　Ibid., at para. 153, LeBel J.
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うか，より具体的には，保障された権利に対する必要最小限度の制約かどうか
である。憲法規範からの要求に合致する合理的配慮は，その段階と文脈で考慮
されなければならない」。本件についていえば，教育委員会は，「その禁止措置
は正当で憲法規範に適合していることを証明しなかったと結論せざるをえな
い」37。
【評釈】
一　本判決の位置付け
　本判決は，「中核的38」な人権の一つとされる信教の自由が，多文化主義を国
是とするカナダにおいて39，いかに扱われているかを示す一つの例である。ま
た，公教育における宗教的少数者の扱いに関して，フランスの旧植民地であ
るケベック州において，フランスとは異なる措置が是とされた点でも興味深
い。フランスでは，1989年に公立中学校にイスラーム教徒の生徒が「スカーフ」
を着用していたことで退校となったこと（いわゆる「チャドル」事件）を起点
に議論が巻き起こり，結果，2004年に法律で宗教的標章を公立学校で着用す
ることを禁止するに至った40。
　こうしたカナダとフランスとの違いを，よく知られている樋口陽一の「アメ
リカ合衆国＝多元モデル」と「フランス＝統合モデル」との対比で捉えること
もできるだろう41。しかし本件については，下級審で結論は分かれ，本判決は
37　Ibid., at para. 155, LeBel J.
38　長谷部恭男『憲法　第5版』（新世社，2011）184頁。
39　「権利及び自由のカナダ憲章」第27条「この憲章は，カナダ人の多文化主義的遺産の保持
及び増進に合致するように解釈されなければならない」。松井・前掲注（1）334頁。ただし，
同条は本判決では直接的に言及されてはいない。
40　この間，コンセイユ・デタは，あらゆる宗教的標章の着用を包括的に禁止することを原則
的に違法とした判断を下したりなどしたが，宗教問題への社会的関心の高まりやイスラーム
教徒への風当たりが強まったことなどから，政教分離原則を強化する方針のもとで法制化さ
れたという。小泉洋一「フランスの公立学校における宗教的標章の法的取扱い」宗教法第
24巻（2005）249 ～ 251頁。
41　樋口陽一『国法学　補訂版』（有斐閣，2007）150 ～ 152頁。
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控訴審と同じオークス・テストを用いながらも控訴審とは正反対の結論を採っ
た。本判決の立場を，「多文化主義」国家カナダが政教分離原則を憲法典中に
はもたない42がゆえの当然の帰結とみることはできない。本判決を読み解くこ
とは，リベラルな立憲主義の下での公教育における中心的な価値を見定めるう
えで有用だろう。
　本判決では，学校でのキルパンの携帯を全面的に禁止する教育委員会の決
定は無効だとする結論については同じであるものの，多数意見と意見との間
に鋭く対立する点がいくつかある。本評釈では，相違点が鮮明な多数意見と
Deschamps裁判官及びAbella裁判官の意見を比較する。二では，それらを整
理する。三では，若干の検討を加える。
二　多数意見とDeschamps裁判官及びAbella裁判官の意見との比較
　1　「権利及び自由のカナダ憲章」第1条の観点から憲法上の問題として審理
すべきか，それとも行政法上の問題として審理すべきか
　Charron裁判官は，運営評議会はケベック州の制定法である教育法から授権
されている以上，その決定によって憲法上の権利が制限されるならば，それは
「権利及び自由のカナダ憲章」第1条の言う「法によって定められた制限」で
あるとする。
　しかし，Deschamps裁判官及びAbella裁判官は，「法律」に行政主体の決
定を含めるべきではないとする。その理由は，行政法上の問題として審理する
際に憲法違反を問題にするのは可能で，憲法上の問題は一般的に適用される法
令の合憲性にかかるものであって，本件のような個別具体的な特定個人を対象
とした決定は，行政法上の問題しか本来提起しない，という峻別論である。ま
42　Peter W. Hoggによれば，カナダは憲法上，アメリカ合衆国憲法修正第1条のような政
教分離条項をもたない。P. W. Hogg, Constitutional Law of Canada 4th ed. （loose-leaf ） 
（Toronto: Carswell, 1997） at 39-3.また松井は，「カナダ最高裁判所は信教の自由の侵害を
広く認めることによって，信教の自由の中で政教分離をはかっているように思われる」と述
べている。松井・前掲注（1）178頁。
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た，「権利及び自由のカナダ憲章」第1条の正当化基準であるオークス・テス
トは，一般的な適用を前提とした法令の合憲性しか対象としていないとする。
　本件において，Charron裁判官は，行政法上の諸原則に何らの役割も見出そ
うとせず，逆にDeschamps裁判官及びAbella裁判官は，「権利及び自由のカ
ナダ憲章」に何らの役割も見出そうとしていないようにみえ，これらが同じ事
件で同時に持ち出されることはないように思われるが，これらを調和的に用い
ることができると評する論者もある。その論者によれば，行政法上の諸原則は，
審理基準や行政上の決定をどれだけ尊重すべきかを決めるのに用いることがで
きる一方，他方で憲法上の諸原則は，憲法的判断においては行政上の決定をほ
とんど尊重せずしてあてはめることができるが，事実的判断においては行政上
の決定を相当程度尊重しなければあてはめることはできない，ということにな
る43。
　2　「合理的配慮」と「必要最小限度の制約」
　Charron裁判官は，法令が「権利及び自由のカナダ憲章」第1条によって正
当化されるかどうかを問題にする際に用いられる「必要最小限度の制約」テス
トと個人に対する「合理的配慮」との間に類比的関係をみる。
　しかし，Deschamps裁判官及びAbella裁判官は，これらの間に類比的関係
を一定程度認めつつも，「必要最小限度の制約」テストは一般的抽象的なもの
の審理に限定されるべきであって，「合理的配慮義務」を確定するプロセスは
個別具体的で融通の利くものであり，それぞれ公と個に対応するものであっ
て，憲法的分析と行政法的分析とを峻別すべきだとする。
　3　小括
　Charron裁判官の執筆した多数意見とDeschamps裁判官及びAbella裁判官
43　Mahmud Jamal, “Freedom of Religion in the Supreme Court: Some Lessons from 
Multani” （2006） 21 N.J.C.L. 1-355, at 305.
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の意見は，結論が同じであるにもかかわらず，事件を憲法上の問題とみるか，
行政法上の問題とみるか，また公の問題とみるか，個の問題とみるかで異なっ
ている。このことが最もよくあらわれるのは，「権利及び自由のカナダ憲章」
第1条の二段階審査とオークス・テストに対する態度である。この違いは，本
判決の射程に影響を及ぼすかもしれない。憲法上の価値判断を直接的に宣言し
ようとしたように読める多数意見は，本判決の波及的効果を広く及ぼすことを
企図したようにも思われる。仮にDeschamps裁判官及びAbella裁判官の意見
のように行政法的手法をとれば，たとえその際に憲法的観点を考慮しうるとし
ても，本件は，ケベック州の公教育における「合理的配慮措置」の失敗例の一
つとして極めて限定的な関心しか喚起しなかったかもしれない。
　なお本件では，多数意見は運営評議会の決定を「法によって定められた制限」
と解し，「権利及び自由のカナダ憲章」第1条を適用したが，Deschamps裁判
官及びAbella裁判官の意見はそうではなかった。このことは既に述べた通り
である。この点に関し，近時，このような行政処分の合憲性が争われていると
みられる事件については，Deschamps裁判官及びAbella裁判官の意見にみら
れるような，行政法的アプローチによって審理するとの宣言がカナダ最高裁に
よってなされたという44。この路線が確立されれば，本判決は過渡期的なもの
と評されるときがくるかもしれない。
三　若干の検討
　1　カナダの公教育と信教の自由
　カナダにおいて教育権限は，1867年憲法第93条が明記しているように，州
に専属するとされている45。信教の自由については，1982年に「権利及び自由
のカナダ憲章」が制定されて以降，いわゆるアメリカ型の違憲立法審査が可能
44　松井・前掲注（1）161・162頁。
45　P. W. Hogg, Constitutional Law of Canada 4th ed. （loose-leaf ） （Toronto: Carswell, 
2001） at 54-1.
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となっている46。
　カナダにおける信教の自由に関するリーディング・ケースは，ビッグＭ薬局
判決だとされる。同判決でカナダ最高裁は，日曜日に商業活動をおこなうのを
原則的に禁止した連邦法を無効と判示した。ディクソン主席裁判官は，多数意
見を執筆し，同法の立法過程と文言から同法の目的を「キリスト教の安息日と
いう宗教慣習を強制する」ためだと認めたうえで，「良心及び信教の自由の最
小限の内容として」「政府は個人に対して，宗教的目的（sectarian purpose）
のために特定の宗教的信念を支持したり，宗教的実践を行ったりするのを強制
してはならない」とした47。
　富井幸雄は，カナダの「最高裁は，信教の自由を自由主義原理から解釈する
ことで個人の自由を擁護してきている」と評した48。確かに，カナダ最高裁が
46　Hoggによれば，アメリカ合衆国憲法修正第1条から解釈上導かれている信教の自由は，
「権利及び自由のカナダ憲章」第2条（a）に近い。Hogg, supra note 43 at 39-3.
47　R. v. Big M Drug Mart Ltd., [1985] 1 S.C.R. 295 at para. 123. ビッグＭ薬局判決以降も，
日曜日に休業を命じる主日法（Lord’s Day Act）は争われている。ビッグＭ薬局判決によれ
ば，日曜日に休業を命じるのが「キリスト教の安息日」を強制する目的のためならば，信教
の自由を侵害し違憲無効である。しかし，同様の内容のオンタリオ州法が問題となったエド
ワーズ書店判決では複雑な展開を見せている。同判決では，カナダ最高裁は同法の目的を小
売店に一斉に休みを与える世俗目的だとしつつも，日曜日以外を安息日とする他の宗教を信
仰する者にとって経済的負担を実質的に課す場合には，信教の自由を侵害するとしたが，小
売店に対する一斉休業を命じる世俗目的は，十分に重要であり，信教の自由に対する制限と
して「権利及び自由のカナダ憲章」第1条によって正当化されるとした。なお，同法は一定
の小規模の店舗には「安息日の適用除外」を認めており，そのことが最小限の侵害（minimal 
intrusion）として多数意見には支持されたが，この点についてWilson裁判官は反対してい
た。その後，同法は改正され，規模にかかわらずすべての店舗において，店主の信教上の理
由で「適用除外」として日曜日以外に休業し，また日曜日に開店することができるように
なった。（改正後の同法については，この「適用除外」のために「激しい圧迫（competitive 
pressure）」にはならないので信教の自由を侵害しておらず，したがって，「権利及び自由
のカナダ憲章」第1条の正当化も不要だとするオンタリオ控訴裁判所判決がある。Peer v. 
Great Atlantic and Pacific Co. （1991） 2 O.R.（3d）65（C.A.））R. v. Edwards Books and 
Art Ltd., [1986] 2 S.C.R. 713 and Hogg, supra note 42 at 39-4-5.また，これらの判決につき，
松井・前掲注（1）180 ～ 183頁。
48　富井幸雄「カナダにおける信教の自由」法学会雑誌第48巻第2号（2007）203頁。
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本判決を結論においては全員一致で下したことは，そのことをあらわしてい
る。また，本判決が多文化主義原理を強く反映するものであることは，多数意
見からも明らかである49。
　しかし，この結論がカナダで一般に広く受け容れられているかというと，必
ずしもそうとはいえないようである。市井には，例えば，カナダ最高裁は学校
での安全確保を甘く見，多くのシク教徒が「シンボルとしてのキルパン」を携
帯しているという事実を見逃しており，路上でいけにえの儀式が行われたりし
てカナダの多文化主義が狂気に陥る前触れとなりかねないと評する者もあれ
ば，端的に「武器」の持ち込みはいかなる場合もありえない，と評する者もあ
るという50。カナダ最高裁の違憲審査はその積極性を批判されることがあるが，
こうしたことは，裁判所と立法府の「対話（dialogue）51」の過程に位置づけら
れるのかもしれない。
2　多数意見におけるオークス・テスト
　多数意見は，運営評議会の決定を「法によって定められた制限」だとし，権
利制限が正当化される形式的要件の充足を認めている。このため，審理は実
体的要件の有無へと進む52。そこでの審理は，二つの段階からなる。一つ目は，
保障された権利を侵害するかどうか。二つ目は，自由で民主的な社会において
正当化されるものと証明されうるような合理的な制限かどうか，である。一つ
目で権利侵害が認められてはじめて二つ目の審理に入ることになる。一つ目の
立証責任は通常のルールに従って配分されるが，二つ目の立証責任，すなわち
49　松井・前掲注（1）321頁は，カナダ最高裁の多文化主義がよくあらわれた判決の一つと
して本判決を紹介している。
50　M. Jamalによれば，カナダの全国紙「The Globe and Mail」の社説や父兄へのインタ
ビュー記事にはこうした批判がみられたという。また，同紙によるインターネットを介し
た調査では，圧倒的な数の意見が本判決には批判的だという。Jamal, supra note 43 at 307-
309.
51　佐々木雅寿「カナダにおける裁判所と立法府の対話」法学雑誌54巻1号（2007）15頁以下。
52　松井・前掲注（1）156・157頁。
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「自由で民主的な社会において正当化されるものかどうか」を立証するのは政
府側である53。カナダの違憲審査が「二段階審査」といわれることがあるのは
このためである54。オークス・テストは後者の「自由で民主的な社会において
正当化されるものかどうか」を審理する際に用いられるもので，①「圧倒的で
実質的な」目的の有無，②手段と目的との間の「合理的関連性」の有無，③手
段が「必要最小限度の制約」かどうか，④手段からもたらされる利益と不利益
との均衡の4点で行われるとされている55。
　多数意見は，このうち①（【判旨】多数意見の三1）と②（同三2（1））を認
めているが，③（同三2（2））及び④（同三2（3））を認めず，違憲判断を下
している。
　
3　日本法への示唆
　カナダは多文化主義を憲法典中に明記しており，本判決にも多文化主義原理
の尊重を明確にみることができる。言うまでもなく，日本国憲法中に多文化主
義は明記されていない。しかし，国によって事情が異なる以上，相違点にのみ
注目するのは有益でないだろう。カナダ最高裁がはっきりと，自由で民主的な
社会において宗教的寛容は学校で教え込まれるべき基本的価値であると明言し
たことは，我が国においても，リベラルな立憲主義に立つ限り，公教育を発展
させるうえで重要な意味をもちうる。
提出年月日：2012年11月９日
53　Hogg, supra note 45 at 35-2-8.
54　佐々木雅寿「カナダ憲法における比例原則の展開――「オークス・テスト（Oaks Test）
の内容と含意――」北大法学論集第63巻第2号（2012）646頁。
55　松井・前掲注（1）157 ～ 159頁。
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